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進捗状況のまとめ

○（計画の一部実施）

△（問題があり実施できなかった）

―（その他）

　
　平成29年度は117事業のうち計画通り実施できた事業が112項目、一部実施事業
が３項目、問題があり実施できなかった事業が０項目、その他が２項目であった。
前年度と比べ、計画通り実施できた項目が５項目増えた。審議会等への女性委員登
用への呼びかけなど、各課が意識をして女性の参画を促した。
　基本理念の実現に向けて、次年度以降は男女共同参画に関する広報及び啓発の
強化やワークライフバランスの推進、男性の育児休暇取得など、目標値を達成でき
ていない項目の解消に向けた取組みが一層求められる。

第３次菊川市男女共同参画プラン　平成29年度 進捗状況

　第３次菊川市男女共同参画プランでは、女
ひと

と男
ひと

がお互いを認め合い、協働して、自分らしく

暮らすことができるまちを目指し、以下の３つを目標として男女共同参画事業に取り組んだ。

基本理念

女
ひと

と男
　　　ひと

がお互いを認め合い、協働して、自分らしく暮らすことができるまち

基本目標

１.女
ひと

と男
ひと

がお互いを認め合う意識づくり

　　　２.女
ひと

と男
ひと

がいきいきと活躍できる環境づくり

　　３.女
ひと

と男
ひと

が安全安心に暮らせるまちづくり

プランに位置づけた事業数

◎（計画通り実施）



第３次菊川市男女共同参画プラン　平成29年度　事業進捗状況
◆プラン計画期間：2016～2021

◎ 112 事業　
○ 3 事業　
△ 0 事業　
― 2 事業

基本目標１　女と男がお互いを認め合う意識づくり

基本施策（１）　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

1
幼児への男女共同
参画啓発事業

地域支援
課

地域支援課職員が全15園を訪
問し、読み聞かせを実施した。

◎

引き続き、読み聞かせを継
続して実施する予定であ
る。幼児施設連絡会で各園
長へ説明し、事業の理解・
協力を得ていく。

2
小学生への男女共
同参画啓発事業

地域支援
課

平成29年度から２年をかけて
市内全小学校への職業講話を
実施する。今年度は４校実施し
た。今年度から民間の方にも講
師を務めていただき、より幅広
い職場の講話を行うことができ
た。

◎ 継続実施

3
中高生への男女共
同参画啓発事業

福祉課

常葉大学附属菊川高等学校と
連携して、事前学習と交流（８
月に３回、12月に再会の日１
回）を実施した。高校生24人４
回、０歳児親子が平均22組参
加した。

◎ 継続実施

4
男女の性差、相互
尊重の意識高揚

学校教育
課

男女相互の尊重について、道
徳の時間等で実施した。

◎ 継続実施

5 思春期の健康教育
健康づくり
課

市内中学校３校、小学校３校に
おいて、思春期保健教育を実
施した。

◎ 継続実施

6

固定的な性別役割
分担意識にとらわれ
ない進路指導の充
実

学校教育
課

本人や保護者と面談を行い、
本人や保護者の考えを尊重
し、個に応じた進路指導を行っ
た。

◎ 継続実施

7
教職員に対する男
女共同参画の啓発

学校教育
課

各校で人権の視点に立った研
修が実施した。

◎ 継続実施

8
保育士等に対する
男女共同参画の啓
発

地域支援
課

読み聞かせの実施後アンケー
トにより意識啓発を図った。

◎
引き続き幼児施設連絡会に
て説明を行い、事業の協力
を得て実施していく。

9
保護者に対する男
女共同参画の意識
啓発

地域支援課
社会教育課

地区青少年健全育成会への出
前講座にて、小学生の保護者
への啓発を行った。

◎ 継続実施

事業実施状況（全117事業）
（◎：計画通り実施、○：計画の一部実施　、△：実施できなかった、―：その他）



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

10
男女共同参画週間
における啓発活動

地域支援
課

市ホームページに掲載、市内
公共施設で啓発グッズを配布し
た。また、７月１日に啓発イベン
トを開催した。

◎ 継続実施

11
男女共同参画に関
するまちづくり出前
行政講座

地域支援
課

男女共同参画プランについて
の出前講座を２回開催した。

◎
引き続きメニューに掲載し、
開催する。

12
市民意識調査の実
施

地域支援
課

実施年度ではないので未実
施。

ー 平成32年度に実施予定。

13

広報菊川、ホーム
ページ等への男女
共同参画の情報発
信の充実

地域支援
課

市ホームページの更新を５回
行った。
広報菊川６月号、９月号、10月
号に男女共同参画に関する情
報を掲載した。

◎
ホームページの充実を図る
とともに、前年度実施した内
容を継続していく。

14
高齢者世代向けの
男女共同参画の意
識啓発

地域支援
課

セカンドライフセミナーの実施を
通じ、男女共同参画の啓発を
行った。また、防災講演会に参
加した、60～70代以上70名の
男女へ女性の参画の必要性を
伝えることができた。

◎ 継続実施

15
図書館における意
識啓発

図書館
男女共同参画週間（6/23～
7/2）に男女共同参画の特設
コーナーを設置した。

◎ 継続実施

基本施策（２）　男女の人権の尊重とあらゆる暴力の防止

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

16
人権擁護委員への
男女共同参画の意
識啓発

市民課
県等が主催する研修に参加し
知識向上に努めた。

◎ 継続実施

17
人権擁護委員による
啓発活動

市民課

保育園、小・中学校、高齢者施
設で計８回の人権教室を開催
し、人権の大切さを伝え、いじ
めや差別をなくすための啓発を
行った。

◎

次年度計画では、前年度訪
問していない幼、保、小・中
学校、高齢者施設での人権
教室を予定しており、それ
ぞれの学齢や年齢層に見
合った内容で人権教室を行
う。今後もたくさんの方に人
権について学んでもらい、
心をバリアフリー化を目指
す。

18
人権をテーマとした
講演会等の開催

市民課
人権ネット事業として、菊川市
人権講演会を菊川文化会館ア
エルで開催した。

◎

掛川市にて開催する人権
ネットでの講演会を共催し、
聴講する。昨年度実現でき
なかった、袋井市人権擁護
委員との交流を実施し、男
女共同参画の啓発に関す
る情報交換を行ったり、視
察研修としてLGBT当事者
の話を聞き、性的マイノリ
ティについて勉強する機会
を設ける。



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

19
人権相談事業の実
施

市民課

行政相談員、民生委員と合同
で、菊川地区及び小笠地区に
おいて、各月２回心配ごと相談
を開催した。また、人権擁護委
員の日と、人権週間に人権相
談窓口を設け、相談に応じた。

◎

引き続き、今年度同様他の
相談員と連携しながら、心
配ごと相談を行う。また、人
権擁護委員の日や人権週
間についても、人権相談窓
口を設けて相談に応じる。

20
ＬＧＢＴに関する正し
い理解と配慮の促
進

学校教育課
地域支援課

各学校で人権教育を実施し性
的少数者も含めた人権につい
ての理解促進を図った。また庁
内で幹部職員を対象に職員研
修を行った。

◎
引き続き人権教育を実施す
る。

21
男女共同参画に関
する相談窓口の周
知

秘書広報
課

年間を通して広報菊川に掲載
した。

◎
引き続き掲載し、相談窓口
を周知していく。

22

法識字※の強化
※自らに保障された法律上
の権利や、権利の侵害を受
けた場合の対応についての
正確な知識を得ることをい
います。

地域支援
課

男女共同参画基本法について
の概要説明を、市ホームペー
ジへ引き続き掲載した。その他
各種支援制度等の紹介を継続
して掲載した。

◎

今後も継続して男女共同参
画に関する法律や支援制
度をホームページへ掲載し
ていく。

23
ハラスメント防止の
ための広報と啓発

地域支援
課

市ホームページへ各種ハラスメ
ントの紹介等を掲載し閲覧を促
すことで職員の意識啓発に努
めた。また広報菊川へ女性へ
の暴力防止の記事を掲載し
た。

◎
引き続きチラシ配布、市
ホームページへの情報掲載
を継続する。

24
職場におけるハラス
メント防止の意識啓
発

地域支援
課

職員アンケートにハラスメントに
関する項目を設け、意識啓発
に努めた。

◎ 継続実施

25
ＤＶに関する正しい理
解の促進

福祉課
地域支援
課

今年度新たにDVリーフレットを
作成した。DVに関する啓発ポ
スターの掲示やカードを配架し
た。DV相談利用者にDVに関す
る資料を配布した。

◎
被害者や相談者への説明
を継続していく。相談者の
みに配布も継続して行う。

26 被害者の自立支援 福祉課 21件の相談受付を実施した。 ◎
自立に向けた支援を実施す
る。

27 ＤＶ相談窓口の充実 福祉課
年間を通して広報菊川に掲載
し相談窓口の周知を行った。

◎ 継続実施

28
児童虐待防止対策
の充実

福祉課

関係機関向けに講演会を開催
し、38名の参加があった。ま
た、保育園、幼稚園、小学校、
中学校の保護者に対し、啓発・
相談紹介文書を配布した。

◎

11月に関係機関を対象に
研修会を開催する。また、
啓発文書等の配布も継続し
て行う。

29
要保護児童対策地
域協議会を通じた情
報交換

福祉課
要保護児童対策地域協議会を
12回実施し、より密な情報共
有・検討を実施した。

◎

引き続き年12回の協議会
開催により、支援を要する
子どもの情報共有を継続し
ていく。



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

30
警察、医師会、弁護
士会等との連携の
強化

福祉課
長寿介護
課

警察、医師会、弁護士会、司法
書士会、社会福祉会とは、地域
包括支援センターとともに、必
要に応じ随時連携を図ってい
る。

◎
今後とも各機関との連携を
図っていく。

基本施策（３）　男性にとっての男女共同参画の意識の醸成

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

31
お父さん子育て手帳
の配布

社会教育
課

4月20日開催の家庭教育学級
開設説明会で配布を行った。

◎
冊子の在庫がある限りは継
続して実施する。

32 イクメンの育成と促進 福祉課

子育て支援センターで父親と共
に体を動かし、運動の基礎を学
びながらふれあう事業を実施し
た。

◎
参加申込みが少ないため、
見送る予定。

33
親子（父子）料理教
室の実施

福祉課
菊川児童館で夏休み中に１回
開催し、計10人（３組）が参加し
た。

◎
参加申込みが少ないため、
見送る予定。

34
男性が家事・育児・
介護等に参画する
ための情報提供

地域支援
課

市ホームページにイクメンプロ
ジェクトを掲載した。

◎ 継続実施

35
男性職員の育児・介
護に係る休暇取得の
促進

総務課
対象者に対して休暇取得が促
進されるよう個別の声かけを実
施した。

◎ 継続実施

36
男性中心型労働慣行
等の変革の推進

地域支援課
商工観光課

企業訪問時に国や県のチラシ
を配布し啓発に努めた。また企
業アンケートに働き方改革の設
問を加え、現状把握を行い、意
識の啓発を図った。

◎ 継続実施

37
男性の活躍事例等
の情報提供

地域支援
課

市ホームページに「男性の地域
活動への参画好事例集」を掲
載した。

◎ 継続実施

38
男性に対する相談
体制の周知

地域支援
課

市ホームページへ県の相談窓
口を掲載した。

◎ 継続実施



基本目標２　女と男がいきいきと活躍できる環境づくり

基本施策（４）　女性の政策や方針決定過程への参画の推進

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

39

審議会等への積極
的改善措置（ポジ
ティブ・アクション）の
周知

地域支援
課

市ホームページに掲載した。ま
た庁内会議で各課に周知・協
力を依頼した。

◎
引き続き積極的改善措置
の周知を行う。

40
審議会等への女性委
員の登用促進

全課

審議会等所管課へ女性委員の
登用促進を依頼した。所管全
課が人材の発掘や委員の職務
規定の見直しの検討を行うまで
には至らなかった。平成29年度
女性登用率25.5％。

○
該当する全課において女性
委員の登用促進が行われ
るよう働きかけを行う。

41
委員選出時の女性
登用の促進

全課

改選期にあたる団体等所管課
が女性委員の登用促進を行っ
た。平成29年度女性登用率
25.5％。

◎
引き続き女性委員の登用に
向けた働きかけを行う。

42
農業女性の技術講
習会、経営研究会
への参加の促進

農林課

ファーミングプランの会で５回の
講習会（うち１回視察研修会）と
２回のパソコン研修会を開催し
た。また、農業委員会と農業振
興会の意見交換会にファーミン
グプランの会から２名が出席し
た。

◎
引き続き女性農業者の参
画を促進していく。

43
女性が起業するた
めの支援

商工観光
課

創業支援セミナーや就労支援
講座の実施の際に、過去の女
性受講者へも呼びかけるなど、
事業参加を促した。

◎ 継続実施

44
就職のための学習
機会の充実

商工観光
課

女性向け就労セミナーの実施
や、相談窓口を開設した。

◎ 継続実施

45
地域づくりに関する
講座等への女性の
参加の促進

地域支援
課

市ホームページや市民協働セ
ンターのチラシ等で地域作りに
関する講座を周知した。

◎ 継続実施

46
女性の活躍事例等
の情報提供

地域支援
課

市ホームページに県が実施す
るさくや姫プロジェクトに関する
情報を掲載した。

◎ 継続して実施する

47
多様な研修による職
員の意識の向上

総務課

県・３市合同・市単独によるキャ
リアアップ、ワーク・ライフ・バラ
ンスの研修を実施し、延べ15人
が受講した。

◎ 継続して実施する。

48
女性職員の各種研
修期間等への派遣
の促進

総務課

キャリア形成支援として、職員
を選抜しリーダー育成分野の
研修に女性職員１人を派遣し
た。

◎ 継続して実施する。



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

49
女性職員の管理職・
監督職への登用促
進

総務課

平成30年度昇任・昇格者
部長昇格者　なし
課長昇格者　４名中女性２名
主幹昇格者　３名中女性１名
係長昇任者　９名中女性１名

◎
引き続き資質を有する職員
について、管理職・監督職
への登用を図っていく。

基本施策（５）　職場における男女共同参画の推進

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

50
男女共同参画社会
づくり宣言事業所登
録の促進

地域支援
課

市ホームページに掲載、市内
事業所に呼びかけ、今年度は
宣言事業所が１件増えた。

◎
引き続き事業所や団体へ
男女共同参画の意識啓発
を促進していく。

51

企業等への積極的
改善措置（ポジティ
ブ・アクション）の啓
発

商工観光
課
地域支援
課

企業訪問時に国や県のチラシ
を配布し啓発に努めた。また企
業アンケートに働き方改革の設
問を加え、現状把握を行い、意
識の啓発を図った。

◎ 継続実施

52
家族経営協定の締
結の促進

農林課

家族経営協定締結家族増加に
向け制度を啓発し、３件の新規
締結を行った。協定の締結家
族数は増加した。

◎
引き続き家族経営協定の
締結を促進していく。

53
均等・両立推進企業
の普及促進

商工観光
課

企業訪問時に国や県のチラシ
を配布し啓発に努めた。また企
業アンケートに働き方改革の設
問を加え、現状把握を行い、意
識の啓発を図った。

◎
引続き、企業訪問時や商工
会等を通じた啓発を実施す
る。

54

次世代育成支援対
策推進法に基づく一
般事業主行動計画
の取り組みの促進

商工観光
課

平成29年度に行った市内企業
アンケートでの設問で、次世代
育成支援対策推進法の行動計
画を実施している企業は８社で
あった。

◎
企業訪問時やアンケート等
により、啓発や情報提供を
行う。

55

女性活躍推進法に
基づく一般事業主行
動計画の取り組み
の促進

商工観光
課

平成29年度に行った市内企業
アンケートでの設問で、女性活
躍推進法に基づいた行動計画
の作成、公表をしている企業は
４社であった。

◎
企業訪問時やアンケート等
により、啓発や情報提供を
行う。

56
事業所への男女共
同参画の意識啓発

商工観光
課
地域支援
課

企業訪問時に国や県のチラシ
を配布し啓発に努めた。また企
業アンケートに働き方改革の設
問を加え、現状把握を行い、意
識の啓発を図った。

◎
企業訪問時やアンケート等
により、啓発や情報提供を
行う。

57
市内企業アンケート
の実施

地域支援
課

実施年度ではないので未実
施。

― 平成31年度に実施予定。



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

58
育児休業者の職場
復帰支援

総務課
育児休業者への情報提供を毎
月実施した。

◎
引き続き育児休業者への
情報提供を１回／月実施し
ていく。

59
職員人事意向調査
の実施

総務課
医療職、消防職を除く全職員を
対象とした意向調査を１回実施
した。

◎
引き続き医療職、消防職を
除く全職員を対象とする意
向調査を実施していく。

60

次世代育成支援対
策推進法に基づく特
定事業主行動計画
の実施

総務課

出産休暇中の職員への情報提
供など計画に基づき実施してい
るが、男性職員の育児休業の
取得促進など、目標値を達成
できていない項目があった。

○
実施状況を把握し、計画さ
れた取り組みを推進してい
く。

61
女性活躍推進法に
基づく特定事業主行
動計画の実施

総務課

主任主査級の女性職員の割合
増加の目標は達成できたが、
男性職員の育児休業の取得促
進など目標値を達成できていな
い項目があった。

○
実施状況を把握し、計画さ
れた取り組みを推進してい
く。

62
働き続けるための相
談、復職のための相
談への対応

総務課
人事担当部署で相談できる体
制をとり、職員の相談に随時対
応した。

◎
引き続き人事担当部署での
相談体制を維持していく。

63
職員を対象とした研
修会の実施

地域支援
課

一般職員を対象にキャリア形
成をテーマとした研修を実施
し、男性21名・女性12名の計33
名の職員が参加した。

◎
課長職以上の職員を対象と
した研修を継続して実施す
る。

64
職員を対象とした意
識調査の実施

地域支援
課

一般行政職員232人、教育部門
31人（認定こども園、幼稚園、
給食センターは除く、消防署62
人）計325人を対象に行った。

◎
次回は平成32年度に実施
予定。



基本施策（６）　男女共同参画によるワーク・ライフ・バランスの実現

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

65

リフレッシュ・一時保
育の充実とファミ
リーサポートセン
ターの利用促進

幼児教育
課
福祉課

リフレッシュ・一時保育　幼児教
育課、けやき子育て相談窓口
の２箇所で申請受付を行い、延
べ1,541件の利用があった。
ファミリーサポートセンター　市
ホームページでの周知、パンフ
レット配布などを実施した。現
在依頼会員46名、提供会員17
名、両方会員8名の登録があ
る。

◎ 継続実施

66
延長保育及び放課
後児童クラブの実施

幼児教育
課

・延長保育の実施：引き続き市
内７園で実施した。
・放課後児童クラブの運営：引
き続き市内９か所で実施した。

◎ 継続実施

67
児童館・子育て支援
センターの事業の充
実

福祉課
利用人数は減少したが、利用
者のニーズを把握し、事業内容
の充実を図った。

◎ 継続実施

68
放課後等デイサービ
ス事業の充実

福祉課
事業の周知がされてきており、
安定した利用ができている。
（支給決定者数：84人）

◎ 継続実施

69

育てにくさを感じて
いる保護者への継
続的な支援とその充
実

健康づくり
課

1歳6か月健診後の親子遊びの
教室や、療育教室を未就園児・
就園児を対象に実施した。

◎ 継続実施

70
子育てに関する相
談窓口の周知と活
用

福祉課
相談窓口の周知を継続し、相
談実人数は253名であった。

◎
引き続き関係機関と連携を
図り相談対応していく。

71
子育てサークルの
充実に向けた活動
の広報と周知

福祉課

活動団体１団体（のいちご会）
子育てナビへの情報掲載や、
児童館を通じて活動場所の提
供を実施した。

◎ 継続実施

72
子育てに関する講
座の開催

福祉課

各子育て支援センターで子育
て及び子育て支援に関する講
習会などを定期記に実施し、親
の子育て力を高める活動、親
のリフレッシュ活動、子どもとの
ふれあいを楽しむ活動を通して
子育ての楽しさを実感しても
らった。

◎ 継続実施



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

73
子育て世代への子育
て情報の提供

福祉課

平成29年度から子育て応援ア
プリきくすくを導入し、ダウン
ロード数は1,515人であった。子
育て情報ナビを福祉課、健康
づくり課、図書館、児童館、中
央公民館、小笠支所にて配布
し、転入者にも案内チラシ等を
配布した。

◎ 継続実施

74
親子ふれあいの場
の提供

福祉課
各児童館・子育て支援センター
で親子交流事業を定期的に実
施した。

◎ 継続実施

75
放課後子ども教室
事業の実施

社会教育
課

内田小学校で10月から子ども
教室を新規に開校した。

◎
市内９小学校の放課後子ど
も教室を継続して実施す
る。

76
プレママ・プレパパ
サロン教室

健康づくり
課

プレママ・プレパパサロンを３回
実施し、43組延べ80名が参加
した。パパの妊婦体験、保健師
の講話を取り入れた。

◎
参加者が増えたため、年４
回実施する。

77 こども医療費の助成 福祉課
延べ9万9988件、1億8964万
6745円の助成をした。

◎ 継続実施

78
ブックスタートの充
実

図書館
７か月児相談時にブックスター
ト事業を行った。（平成29年度
実施数398人）

◎ 継続実施

79 お話会の充実 図書館

すいようおはなし会（各館週１
回、年100回）、0.1.2おはなし会
（菊川月２回、小笠月１回、年
34回）、日曜おはなし会（各館
月１回、年24回）実施した。

◎ 継続実施

80 介護教室の開催
長寿介護
課

家族介護教室として「介護者の
つどい」を3回実施した。また、
介護者の情報交換の場として
「介護なんでもおしゃべり会」を
４回開催し、介護者同士の交流
を図った。

◎

介護者のつどいを年3回実
施する。介護なんでもおしゃ
べり会は認知症カフェにて
開催していく。

81
介護マークの普及・
啓発

長寿介護
課

ケアマネ協議会や認知症サ
ポーター養成講座等で周知し、
11個を配布した。（男性にはそ
の内６個を配布した。）

◎

引き続き介護者のつどいや
ケアマネ連絡会、実施事業
を通じて市民へ周知してい
く。

82
介護サービス基盤
の整備

長寿介護
課

地域密着型サービス事業所の
実地指導を３件行った。事業所
連絡会で、指定基準のポイント
の説明や、制度改正について
説明を行った。

◎

平成30年度から権限移譲さ
れる居宅介護支援事業所
についても、適正な管理指
導を行う。



基本施策（７）　地域社会における男女共同参画の推進
ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

83
地域活動への円滑
な参画の促進

地域支援
課

六郷地区センターの新築工事
に係る整備業務を進めるととも
に引き続き既存地区センターの
適切な運営管理と市民協働セ
ンターの周知に努めた。

◎ 継続実施

84
地域活動に参画す
る人材の育成

地域支援
課

地域活動に参画する人材や
リーダーの育成のため、きくが
わ未来塾、セカンドライフセミ
ナーを開催した（市民協働セン
ター委託事業）。

◎
引き続き、地域活動に参画
する人材やリーダーの育成
のため講座を開催する。

85
男女共同参画の視
点に立った地域活
動の推進

地域支援
課

会議等の開催について極力、
平日の夜間や土日に開催し
た。

◎
今後も引き続き地域住民が
参加しやすい活動日を設定
する。

86
コミュニティ協議会
への女性の参画の
促進

地域支援
課

各地区定例会において登用に
ついて呼びかけをお願いした。

◎ 継続実施

87
自治会における女
性委員の登用啓発
と促進

地域支援
課

連合自治会定例会において、
翌年度の自治会役員選出依頼
時に女性登用のお願いをした。

◎

自治会長に限らず自治会に
は各種役員があることか
ら、少しでも多くの女性が登
用されるよう啓発をしてい
く。

基本目標３　女と男が安全安心に暮らせるまちづくり

基本施策（８）　防災における男女共同参画の推進
ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

88
防災分野における
女性の参画の推進

危機管理
課
消防本部

自主防災会への女性の参画を
促している。また、男女共同参
画の視点に配慮した様々な課
題解決の取り組みを促進する
為、実際の活動で活かせる取り
組みとしてセミナーを１回開催
した。テーマ：災害から命を繋ぐ
防災セミナー「家庭から考える
防災」として、防災備蓄と災害
時に温かくおいしい食事が作れ
るポリ袋を使ったパッククッキン
グ法について学んだ。

◎

引き続き、自主防災会や避
難所運営委員会などへの
女性の参画依頼を行ってい
く。また、今後も継続して防
災講演会を開催すること
で、家庭や地域における更
なる防災意識の向上を図
る。

89
男女共同参画の視
点による防災活動
の啓発や情報提供

危機管理
課

災害時の食について、家庭で
できる防災対策（備蓄法）と災
害時に温かくおいしく食べられ
るポリ袋調理術（パッククッキン
グ法）について学んだ。

◎ 継続実施

90
男女のニーズの違
いに配慮した備蓄品
等の配備の促進

危機管理
課

「菊川市防災備蓄計画」に基づ
き、女性に配慮した備蓄品目
（生理用品等）を購入した。

◎

備蓄の目標に沿って、備蓄
量を達成するよう努める。
社会情勢や防災会議に参
加した女性役員からニーズ
調査を行い、適宜見直しを
図る。



基本施策（９）　男女の生涯を通じた健康支援
ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

91
小・中学校における
性教育の推進・充実

学校教育
課

学級活動の時間を中心に各校
で計画的に行われた。

◎ 継続実施

92 思春期保健対策
健康づくり
課

養護教諭と講師(菊川総合病院
助産師)と調整会議を行い、市
内３中学校で統一した思春期
教育を開催した。また、市内小
学校で希望のあった３校におい
ても、新たに思春期講演会を実
施した。

◎
引き続き、中学校、小学校
において、思春期教育を開
催する。

93
性と生殖の健康・権
利に関する啓発

健康づくり
課

成人式でＨＩＶについてのパンフ
レットを配布した。

◎ 継続実施

94
健康に関する相談
窓口

健康づくり
課

乳幼児健康相談は年間36回、
計測日を年間12回実施し、
1,882人が利用した。成人健康
相談は12回実施し、176人が利
用した。健康チェックの日412人
が利用した。

◎ 継続実施

95
こころの健康に関す
る啓発及び支援

健康づくり
課

９月に開催した睡眠についての
講演会には68人が参加した。
ゲートキーパー研修には126人
の参加があった。
自殺予防週間に、啓発グッズと
相談窓口一覧を550人に配布し
た。

◎ 継続実施

96
女性特有の病気を
含めた各種検診

健康づくり
課

総合検診として、胃がん検診は
2,104人、大腸がん検診は3,500
人、胸部検診は2,562人、子宮
頸がん検診は1,975人、乳がん
検診は2,216人、前立腺がん検
診は943人実施した。

◎
検診を受診しやすいよう検
診の日程や休日の検診実
施日を増加する。

97 成人健康教育
健康づくり
課

健康づくり推進委員研修、栄養
教室や出前講座などの集団の
健康教育を124回実施し、2,847
人が利用した。

◎ 継続実施

98

妊産婦の飲酒、喫
煙、受動喫煙、母体
への影響などに関
する啓発

健康づくり
課

母子手帳交付時に飲酒、喫煙
状況を確認し、指導を行った。

◎

母子健康手帳の交付時の
指導は引き続き行い、プレ
ママ＆プレパパでも実施し
ていく。

99 妊婦健診の助成
健康づくり
課

妊婦健診費用の助成を実施し
た。

◎
Ｈ29年度と同様の助成を実
施する。



ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

100 不妊に関する啓発
健康づくり
課

不妊・不育治療費助成のチラシ
をけやきに配架。平成28年度
の申請があった医療機関に案
内チラシなどを配布した。「広報
きくがわ」に治療費助成につい
ての掲載をした。

◎ 継続実施

101
不妊治療費助成事
業

健康づくり
課

事業名が不妊・不育症治療費
助成事業に変わり、H29.4.1か
ら不育症も対象に加えた制度と
なった。不妊治療費助成は、79
件の申請があった。

◎ 継続実施

102
母性健康管理指導
事項連絡カードの普
及

健康づくり
課

母子手帳交付時に連絡カード
を配布した。

◎ 継続実施

103 乳児家庭訪問
健康づくり
課

新生児訪問を実施した。訪問
対象414人、実施人数395人（実
施率95.4％）

◎ 継続実施

104 ことぶき講座の実施
社会教育
課

菊川会場23名、小笠会場22名
の参加者があり、出席率は8割
ほどであった。男性の受講生は
1名であった。

◎
男性が参加しやすい環境を
検討し、引き続き実施して
いく。

105
民生委員・児童委員
による高齢者世帯
の訪問事業

福祉課

高齢者宅への訪問は、各民生
委員が実施。状況に応じ、福祉
課や地域包括支援センターと
連携を図っている。

◎
民生委員・児童委員として
の訪問活動は実施してい
く。

106
高齢者世帯への支
援

長寿介護
課

民生委員・児童委員との連携
については、日頃の相談や訪
問の際、状況に応じ協力しなが
ら高齢者の支援を行っている。
また、情報交換会を開催し、包
括支援センターの紹介や、平成
29年度からの開始した生活支
援コーディネーター事業の紹
介、意見交換を行った。
高齢者見守り協力機関･団体に
対しては、高齢者見守り情報！
「みんなの目」を年４回発行し、
今年度は認知症に関する情報
提供を行った。

◎

民生委員・児童委員とは、
今後も連絡会・情報交換会
を開催し、顔の見える関係
をつくり連携を密にしてい
く。
高齢者見守り協力機関･団
体には、情報提供を継続す
るとともに、協力機関・団体
の増加についても取り組ん
でいく。

107
介護予防普及啓発
事業の実施

長寿介護
課

介護予防普及啓発事業として
94回、地域介護予防活動支援
事業等で67回地域リハビリテー
ション活動支援事業として10回
実施した。

◎ 継続実施



基本施策（１０）　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

ＩＤ 事業名 担当課 平成29年度実施報告 評価 平成30年度に向けた見直し

108
母子家庭等医療費
助成事業

福祉課
延べ4,233件、989万9799円を
助成した。

◎ 継続実施

109 児童扶養手当事業 福祉課
延べ3,013人、1億1516万6130
円を助成した。

◎ 継続実施

110
自立支援教育訓練
給付の実施

福祉課

看護師の資格取得のため専門
学校へ通学。住民税課税世帯
月額100,000円×12ヶ月を支
給。保育士の資格取得のため
の専門学校へ通学。住民税非
課税世帯月額70,500円×12ヶ
月を支給。

◎ 継続実施

111
ひとり親家庭の相談
支援

福祉課 相談支援の実施をした。 ◎ 継続実施

112
要保護・準要保護児
童生徒の世帯に対
する就学援助

教育総務
課

Ｈ29年度も要保護児童生徒で
支給対象となる児童生徒はい
なかった。
引き続き、就学が困難な児童
生徒の保護者に対し、学用品
費等の援助をする。
準要保護児童生徒人数　小学
校：101名、中学校：73名

◎

各学校に行事等での資料
配布をお願いし、保護者が
目にする機会を増やし制度
の周知を図る。

113
不就労状態にある
若者への支援

商工観光
課

若者就労支援団体等が行う支
援事業に係る周知等の支援を
行った。

◎ 継続実施

114
高齢者配食サービ
ス事業の実施

長寿介護
課

H29年度は10,052回実施した。 ◎

現在４社と契約している。引
き続き昼食の配達をしなが
ら高齢者の見守りを行って
行く。

115
認知症サポーター
の養成

長寿介護
課

養成講座を年26回行った。 ◎ 継続実施

116
生活管理指導員派
遣事業の実施

長寿介護
課

H29年度は87回実施した。 ◎

総合事業へ移行。平成29年
度から始まった総合事業内
で実施している「訪問介護
相当サービス」・「訪問型軽
度生活援助サービス」へ移
行し、平成30年度からは総
合事業内で実施していく。

117
外国人住民への支
援

地域支援
課

行政文書の多言語化などを実
施した。

◎ 継続実施



◆プラン計画期間：2016～2021

基本理念　女と男がお互いを認め合い、協働して、自分らしく暮らすことができるまち

基本目標１　女と男がお互いを認め合う意識づくり

基本施策（１）　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

「男は仕事、女は家庭」という考え
について「反対である」「どちらかと
いえば反対である」と答える人の
合計の割合（男女共同参画に関
する市民アンケート）

40.4％ ― ― ― ― ― ―
43.0%
※3

男女が個人として尊重され、とも
に個性や能力を発揮できるまちだ
と思う人の割合（満足・やや満足
の合計）（市民アンケート）

48.5％ ― ― 54.6% 57.6%

幼児への男女共同参画啓発事業
の実施園数

15園 15園 15園 15園 15園

男女共同参画に関する広報・HP
等への年間掲載回数

1回 1回 ８回 ６回 10回

思春期の健康教室の実施回数 ３回 ３回 ６回 ５回 ７回

※1 成果指標：取り組みの結果、何がどうなったかを示すもので、目的や目標の達成状況を把握するために設定します。

※2 活動指標：成果指標の達成に向けて、何をどれくらい取り組んだのかを示すもので、目的や目標の進捗状況を把握するために設定します。

※3 男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定

基本施策（２）　男女の人権の尊重とあらゆる暴力の防止

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

これまでに暴力について誰かに打
ち明けたり、相談したことがある人
の割合（男女共同参画に関する市
民アンケート）

65.9％ ― ― ― ― ― ― ―
79.8％
※

セクハラ・パワハラを受けた人の
割合（男女共同参画に関する市民
アンケート）

9.9％ ― ― ― ― ― ― ―
8.1％
※

人権教室の開催件数 ７回 ５回 ８回 ７回 ７回

ＤＶリーフレットの作成 未実施 未実施 実施 実施 実施

※ 男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定

第３次菊川市男女共同参画プラン 平成29年度　指標進捗状況　

成果
指標
※1

活動
指標
※2

成果
指標

活動
指標



基本施策（３）　男性にとっての男女共同参画の意識の醸成

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

プレママ・プレパパサロンへ夫婦
で参加した人の割合

61.1％ 89.6% 86.0％ 63.1％ 65.0％

男性の「育児休業」取得について
賛成する人の割合（男女共同参
画に関する市民アンケート）※１参
考数値

71.7％ ― ― ― ― ― ― ―
76.7％
※2

男性の「介護休業」取得について
賛成する人の割合（男女共同参
画に関する市民アンケート）※１参
考数値

79.6％ ― ― ― ― ― ― ―
82.1％
※2

父子ふれあい教室への参加者数 170人
197人
（3回実
施）

94人（２
回実施）

175人 180人

男性中心型の働き方を変えるた
めの企業等への啓発回数

1回 1回 １回 ２回 ２回

※1 Ｈ27年度男女共同参画に関する県民意識調査　問12「積極的に取ったほうがよい」、「どちらかといえば取ったほうがよい」の合計

※2 男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定

基本目標２　女と男がいきいきと活躍できる環境づくり

基本施策（４）　女性の政策や方針決定過程への参画の推進

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

審議会等への女性の登用率（男
女共同参画関係施策推進調査状
況）

26.5％ 26.0％ 25.5％ 30.0% 33.0%

市内事業所における女性の管理
職（課長相当職以上）の割合（事
業所アンケート）

6.2％※１ 9.6％ ― 12.0% 15.0%

市の職員の主任主査級における
女性職員の割合

34.6％ 40.0％ 43.1％ 38.0％ 40.0%

就労・就業支援事業の開催数 １事業 １事業 ２事業 2事業 ２事業

委員選出時の女性参画の呼びか
け回数

新規
該当する全て
の課が呼びか
けするには至ら
なかった

該当する
各課１回

各課１回 各課２回

※1 平成25年度の実績値 ※事業所アンケートについては平成31年度に実施予定

基本施策（５）　職場における男女共同参画の推進

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

男女共同参画社会づくり宣言事業
所の団体数

15団体 23団体 24団体 27団体 31団体

育児休業制度を導入している事
業所の割合（事業所アンケート）

89.7％ 77.8％ ― 91.7％ 92.7％

介護休業制度を導入している事
業所の割合（事業所アンケート）

79.5％ 63.5％ ― 81.5％ 82.5％

活動
指標

成果
指標

活動
指標

成果
指標

成果
指標



宣言事業所登録促進のための啓
発件数

１回 １回 １回 ２回 ２回

事業所の行動計画促進のための
啓発件数

１回 １回 １回 ２回 ２回

※1 平成25年度の実績値 ※事業所アンケートについては平成31年度に実施予定

基本施策（６）　男女共同参画によるワーク・ライフ・バランスの実現

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

「ワーク・ライフ・バランス」の内容
を知っている人の割合（男女共同
参画に関する市民アンケート）

11.4％ ― ― ― 14.1％

安心して子どもを育てられるまち
だと思う人の割合（満足・やや満
足の合計）（市民アンケート）

82.4％ ― ― 84.5％ 85.5％

高齢者とその家族を支える介護
サービスが充実していると感じる
人の割合（満足・やや満足の合
計）（市民アンケート）

55.9％ ― ― 59.9％ 61.9％

プレママ・プレパパサロン教室の
実施回数

３回 ３回 ３回 ３回 ３回

放課後子ども教室事業の開設校
数

７校 ８校 ９校 ９校 ９校

介護教室の実施件数 ３回 ３回 ３回 ３回 ３回

※ 男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定

基本施策（７）　地域社会における男女共同参画の推進

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

自治会における女性自治会長の
人数

1.5％ 3.9％ 2.3％ 7.2％ 10.0％

自治会における女性副自治会長
の人数

2.2％ 1.5% 0.0％ 7.4％ 10.0％

コミュニティ協議会における女性
役員の人数

11.6％ 11.9％ 12.2％ 20.5％ 25.0％

家庭における夫婦の役割分担の
現状について「地域行事への参
加」夫婦が共同で行っている場合
の割合（男女共同参画に関する市
民アンケート）

72.3％ ― ― ― 78.0％

地域活動に関する講座の開催数 ２事業 ３事業 ３事業 ３事業 ４事業

コミュニティ協議会への女性の登
用についての呼びかけの回数（各
コミ協）

１回 １回 １回 ２回 ３回

※ 男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定

活動
指標

成果
指標

活動
指標

成果
指標

活動
指標



基本目標３　女と男が安全安心に暮らせるまちづくり

基本施策（８）　防災における男女共同参画の推進

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

自主防災会役員に占める女性の
割合

0.8％ 1.6％ 1.6％ 上昇 上昇

防災講演会等への出席者に占め
る女性の割合

28.8％ 58.5％ 96.0％ 31.9％ 35.0％

活動
指標

男女共同参画の視点を含んだ防
災講演会等の開催件数

１回 １回 1回 １回 ２回

基本施策（９）　男女の生涯を通じた健康支援

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

健診や健康相談など病気の予防
対策が充実していると思う人の割
合（満足・やや満足の合計）（市民
アンケート）

65.5％ ― ― 68.6％ 71.6％

市の要介護認定率 14.8％ 14.1％ 13.9% 15.8％ 16.2％

がん検診の受診者数 14,369人 13,648人 13,300人 14,685人 15,000人

乳幼児、成人健康相談、健康
チェックの日の利用者

1,937人 2,233人 2,472人 1,980人 2,010人

乳児への訪問指導の割合 97.9％ 94.7％ 95.4％ 維持 維持

介護予防普及啓発事業の実施回
数

114回 174回 171回 118回 120回

基本施策（１０）　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

区分 項目
プラン策定
時（H27）

H28 H29 H30 H31
H31

（中間目標）
H32 H33

H33
（最終目標）

成果
指標

障がいのある人が安心して暮らし
ていけるまちだと思う人の割合（満
足・やや満足の合計）（市民アン
ケート）

43.5％ ― ― 49.7％ 52.8％

活動
指標

認知症サポーターの養成人数（延
べ）

2,000人 2.340人 3,112人 2,600人 3,000人

活動
指標

成果
指標

成果
指標


